
富田林市における 

訪問型サービス・通所型サービス・
介護予防ケアマネジメントの基準等 
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①訪問介護相当サービス ②訪問型サービスＡ（案） 
④訪問型サービ

スＣ（案） 

人
員 

・管理者 ※１   常勤・専従１以上 
・訪問介護員等  常勤換算２．５以上 
 【資格要件：介護福祉士、介護職員初任者研修等修了者等】 
・サービス提供責任者 
 常勤の訪問介護員等のうち、利用者４０人に１人以上 ※２ 
 【資格要件：介護福祉士、実務研修修了者、３年以上介護等の   
        業務に従事した介護職員初任者研修等修了者】 
※１ 支障がない場合、他の業務、同一敷地内の他事業所等 
   の職務に従事可能。 
※２ 一部非常勤職員も可能。 
 

○訪問型サービスと訪問介護を一体的に行う場合は、要支援者
と要介護者を合わせた数で介護給付の基準を満たす必要がある。 

・管理者 ※１   専従１以上 
・訪問介護員等  必要数 
 【資格要件：介護福祉士、介護職員初任者研修等 
  修了者又は市が指定する研修修了者 ※２】 
・サービス提供責任者  従事者のうち１以上必要数 
  【資格要件：従事者に同じ】 
 
※１ 支障がない場合、他の業務、同一敷地内の 
   他事業所等の職務に従事可能。 

※２ 平成２９年度に「生活支援サービス従事者 
   養成研修（案）」を開催予定。 

歯科衛生士 
（直接実施） 
 

管理栄養士・ 
作業療法士等 
（委託） 
 

○対象者の状況に応じ 
 て、各専門職がそれ 
 ぞれ関与する 
 

☆富田林市ケア方針検
討会で必要と認めた
ケース 

設
備 

・事業の運営に必要な広さを有する専用の区画 
・必要な設備・備品 

運
営 

・個別サービス計画の作成 
・運営規定等の説明・同意 
・提供拒否の禁止 
・訪問介護員等の清潔の保持・健康状態の管理 
・秘密保持等 
・事故発生時の対応 
・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 
 （現行の基準と同様） 
 

※記録の保存期間は完結から５年間 

・個別サービス計画の作成 
・運営規定等の説明・同意 
・提供拒否の禁止 
・従事者等の清潔の保持・健康状態の管理 
・従事者又は従事者であった者の秘密保持等 
・事故発生時の対応 
・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 
 
※記録の保存期間は完結から５年間 

・個別サービス計画 
 の作成 
・従事者等の清潔の 
 保持・健康状態の 
 管理 
・従事者又は従事者 
 であった者の秘密 
 保持 
・事故発生時の対応 

実
施   

 

方
法 

事業者指定 事業者指定 直接実施／委託 

備
考 

 （現行の基準と同様） 生活援助に係るもののみ（老計10号に規定する範囲
の内、生活援助に係るもの） 

３０分～１時間程度、 
週１回程度／原則3ヶ月 

訪問型サービス（第1号訪問事業）の基準等 
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①訪問介護相当サービス ②訪問型サービスＡ（案） ④訪問型Ｃ（案） 

単
位
の
基
本
的
な
考
え
方 

支給限度額： 要支援１ 50,030円、 要支援２ 104,730円、事業対象者※１ 50,030円 
   ※１ 事業対象者の状態が退院直後で集中的にサービスを利用することが自立支援につながると考えられるような場合は、 
       要支援２の利用限度額内（104,730円）とする。 

支給限度額 
対象外 

・国が示す単位（包括報酬）以下で市町村が設定。 
 （出来高払いも可だが、月の合計は当該包括報酬単位以下） 
【国が示す単位を踏まえた専門的サービスにふさわしい単位】 

・国が定める額（予防給付の単位）を下回る額をサー 
  ビス単位として定めることとし、市町村は、サービス 
  内容や時間、基準等を踏まえ定める。 

市が設定 

加算については、地域の実情に応じて市で定めることが可能。 
ただし、国の定める単位の上限額を超えることはできない。国の定めている加算についてはその範囲内において単位上限額を 
超えることが可能。限度額管理外とする加算については、国において定められている加算（中山間地域の小規模事業所に対する
加算や特別地域加算、処遇改善加算など）のみ、その範囲内で定めることができる。 

－ 

単
位
（基
本
報
酬
） 

月額の包括報酬 月額の包括報酬 

事業対象者・要支援１・２（週１回程度）           １１６８単位／月 
事業対象者・要支援１・２（週２回程度）           ２３３５単位／月 
事業対象者・要支援２（週２回を超える程度）      ３７０４単位／月 

●利用１回ごとの単位（国の単位を採用） ●利用１回ごとの単位案（市で独自に設定） 

事業対象者・要支援１・２（週１回程度）月４回まで    ２６６単位／回 
事業対象者・要支援１・２（週２回程度）月５～８回まで    ２７０単位／回 
事業対象者・要支援２（週２回を超える程度）月９～１２回まで 
                                        ２８５単位／回 
事業対象者・要支援１・２（２０分未満）月２２回まで      １６５単位／回 

事業対象者・要支援１・要支援２  ２３３単位／回 
 
※事業対象者・要支援１   全部で月９回まで  
※事業対象者・要支援２   全部で月１２回まで 

ただし、上記のうち、責任者が初任修了者 ×７０／１００ 
             利用者が同一建物等  ×９０／１００ 
             初任かつ同一等 ×７０／１００×９０／１００ 

単
位
（加
算
） 

国の単位を採用 市独自で設定 

初回加算                      （１月につき ＋２００単位） 
生活機能向上連携加算             （１月につき ＋１００単位） 

初回加算          （１月につき ＋２００単位） 

介護職員処遇改善加算  １月につきⅠ＋８６／１０００、 
                        Ⅱ＋４８／１０００（Ⅲ９０／１００、Ⅳ８０／１００の減算あり） 

備
考 

○訪問介護相当サービスと訪問型サービスＡの併用は可能である。ただし、月の合計単位が月額の包括報酬以下となること。 
○初回加算については、訪問介護相当サービスと訪問型サービスＡの提供が同一事業所の場合は、どちらか一方のみ算定可。 

○訪問サービス
併用可能 3 



①訪問介護相当サービス ②訪問型サービスＡ（案） ④訪問型Ｃ 

支
払 

・現行どおりの月額の包括報酬払い、又は利用１回ごとの出来高払い 
○国保連合会経由での審査・支払 

・利用１回ごとの出来高払い 
○国保連合会経由での審査・支払 

市の直接負担 

単
価 

富田林市 ６級地 １０．４２円／１単位  富田林市 ６級地 １０．４２円／１単位 

利
用
料 

介護保険負担割合証に基づき、単価の１割又は２割を負担。 無料 

備
考 

・高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サービス費相当事業の対象とする。 
・給付制限を適用するものとする。 

サービス提供は
原則３ヶ月 

●サービス提供責任者の配置例（利用者８０人の事業所） 

要介護者＋訪問介護相当  ８０人 

サ責 ２人以上 
パターン（１） 
 
 
 
パターン（２） 
 
 
 
パターン（３） 

訪問型サービスＡ ４０人 

サ責 １人以上 サ責 １人以上 

要介護＋訪問介護相当 ６０人 

サ責 １人以上 サ責 １人以上 

訪問型サー
ビスＡ ２０人 

4 

＜訪問型サービス（第1号訪問事業）の人員基準＞ 

＝サービス提供責任者＝ 
＜訪問介護相当サービス＞ 
 常勤の訪問介護員等のうち、 
 利用者４０人に１人以上 
 
＜訪問型サービスＡ＞ 
 従事者のうち１以上必要数 
 
※訪問型サービスと訪問介護を 
 一体的に行う場合は、要支援者等と 
 要介護者を合わせた数で介護給付 
 の基準を満たす必要がある。 

要介護＋訪問介護相当 
    ４０人 



①通所介護相当サービス ②通所型サービスＡ（案） 
④通所型サービ

スＣ（案） 

人
員 

・管理者 ※   常勤・専従１以上 
・生活相談員  専従１以上 
・看護職員   専従１以上 
・介護職員   ～１５人  専従１以上 
          １５人～  利用者１人に専従０．２以上 
（生活相談員・介護職員の１以上は常勤） 
・機能訓練指導員  １以上 
  
※支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所 
 等の職務に従事可能。 

・管理者 ※１   専従１以上 

・従事者    ～１０人 
         ①自立支援リーダー養成研修会を修了した 
           従事者 専従１以上 
          ②介護職員または看護職員 １以上 ※２ 
        １０人以上 利用１人に必要数 
 

※１ 支障がない場合、他の業務、同一敷地内の他事業所等 
   の職務に従事可能。 
※２ 看護職員を配置しない場合は、他の医療・介護施設の 
   看護職員と密接かつ適切に連携を図るものとする。 

市の仕様により、 

歯科衛生士・管理栄養
士・健康運動指導士等
の専門職を配置 

設
備 

・食堂・機能訓練室（３㎡×利用定員以上） 
・静養室・相談室・事務室 
・消火設備その他の非常災害に必要な設備 
・必要なその他の設備・備品 

・サービスを提供するために必要な場所（３㎡×利用定員以上） 

・消火設備その他の非常災害に必要な設備 
・必要なその他の設備・備品 
※ 同一事業所で他の通所事業の指定を受けている場合 
 は基準を満たすものとする。 

・サービスを提供する 
 ために必要な場所 
・必要な設備・備品 

運
営 

・個別サービス計画の作成 
・運営規定等の説明・同意 
・提供拒否の禁止 
・従事者等の清潔の保持・健康状態の管理 
・従事者又は従事者であった者の秘密保持等 
・事故発生時の対応 
・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 
 （現行の基準と同様） 
※記録の保存期間は完結から５年間 

・個別サービス計画の作成 
・運営規定等の説明・同意 
・提供拒否の禁止 
・従事者等の清潔の保持・健康状態の管理 
・従事者又は従事者であった者の秘密保持等 
・事故発生時の対応 
・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 
 
※記録の保存期間は完結から５年間 

・個別サービス計画の 
 作成 
・従事者等の清潔の保 
 持・健康状態の管理 
・従事者又は従事者で 
 あった者の秘密保持 
・事故発生時の対応 

実
施   

方
法 

事業者指定 事業者指定 委託 

備
考 

 （現行の基準と同様） サービス内容 ： 運動プログラム、自立支援プログラム等 
※サービス提供３時間程度を想定 

２時間／回、 
 週１回／３ヶ月 

通所型サービス（第1号訪問事業）の基準 
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①通所介護相当サービス ②通所型サービスＡ（案） ④通所型Ｃ（案） 

単
位
の
基
本
的
な
考
え
方 

支給限度額： 要支援１ 50,030円、 要支援２ 104,730円、事業対象者※１ 50,030円 
   ※１ 事業対象者の状態が退院直後で集中的にサービスを利用することが自立支援につながると考えられるような場合は、 
       要支援２の利用限度額内（104,730円）とする。 

支給限度額 
対象外 

・国が示す単位（包括報酬）以下で市町村が設定。 
 （出来高払いも可だが、月の合計は当該包括報酬単位以下） 
【国が示す単位を踏まえた専門的サービスにふさわしい単位】 

・国が定める額（予防給付の単位）を下回る額をサー ビス 
 単位として定めることとし、市町村は、サービス 内容や 
 時間、基準等を踏まえ定める。 

市が設定 

加算については、地域の実情に応じて市で定めることが可能。 
 ただし、国の定める単位の上限額を超えることはできない。国の定めている加算についてはその範囲内において単位上限額を 
超えることが可能。限度額管理外とする加算については、国において定められている加算（サービス提供体制加算、処遇改善 
加算など）のみ、その範囲内で定めることができる。 

－ 

単
位
（基
本
報
酬
） 

月額の包括報酬 月額の包括報酬 

事業対象者・要支援１（週１回程度）          １６４７単位／月 
事業対象者・要支援２（週２回程度）          ３３７７単位／月 

事業対象者・要支援１（週１回程度で月５回以上利用） 
           送迎なし          １０３３単位／月 
           送迎あり          １４４３単位／月 
事業対象者・要支援２（週２回程度で月９回以上利用） 
           送迎なし          ２０５７単位／月 
           送迎あり          ２８７３単位／月 

●利用１回ごとの単位（国の単位を採用） ●利用１回ごとの単位（市で独自に設定） 

事業対象者・要支援１  月４回まで          ３７８単位／回 
事業対象者・要支援２  月５～８回まで          ３８９単位／回 

事業対象者・要支援１・要支援２  
           送迎なし           ２３７単位／回 
           送迎あり           ３３１単位／回 
  ※事業対象者・要支援１   月４回まで  
  ※事業対象者・要支援２   月８回まで 

ただし、上記のうち、利用者数が利用定員を超える  ×７０／１００ 
       または、 看護・介護職員数が基準未満   ×７０／１００ 

※入浴は基本報酬に含まない。 
  必要に応じて事業所で自費設定等で対応可 

単
位
（加
算
） 

若年性認知症受入加算         （１月につき ＋２４０単位） 

事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用する者に 
通所型サービスを行う場合 
   （事業対象者・要支援１（月・回ともに） －３７６単位／月、 
    事業対象者・要支援２（月・回ともに） －７５２単位／月） 6 



①通所介護相当サービス ②通所型サービスＡ（案） 
④通所型Ｃ

（案） 

単
位
（加
算
） 

国の単位を採用 単位案（市で独自に設定） 

生活機能向上グループ活動加算        （１月につき ＋１００単位） 
運動器機能向上加算               （１月につき ＋２２５単位） 
栄養改善加算                   （１月につき ＋１５０単位） 
口腔機能向上加算                （１月につき ＋１５０単位） 

運動プログラム実施加算  （１月につき ＋２２５単位） 
自立支援プログラム実施加算 
                 （１月につき ＋１５０単位） 

選択的サービス複数実施加算 
・運動器機能向上、栄養改善、口腔機能向上のうち、２つ以上 
                            （１月につき、＋４８０単位） 
・運動器機能向上、栄養改善、口腔機能向上のうち、３つ以上 
                            （１月につき、＋７００単位） 

自立支援評価加算     （１月につき ＋１２０単位） 
 

【算定基準】※イ・ロいずれも適合すること 
イ 評価対象期間（１月から１２月。ただし平成２９年は、 
 ４月から１２月）において通所型サービスＡの利用実 
 人数が１０名以上であること。 
ロ 評価対象期間について、下記の要件の算出式に  
 適合する場合において、評価対象期間の次の年度 
 内に限り１月につき所定単位数を加算する。 
 
※要件の算出式 
 

 要支援状態区分の維持者数＋改善者数×２ 
    

 通所型サービスＡを３月以上利用し、 
 その後に更新・変更認定を受けた者の数 

事業所評価加算                 （１月につき ＋１２０単位） 

サービス提供体制強化加算 （※体制により異なる） 
 （事業対象者・要支援１）  ＋７２単位 ＋４８単位 ＋２４単位 ／月 
 （事業対象者・要支援２） ＋１４４単位 ＋９６単位 ＋４８単位 ／月 

介護職員処遇改善加算  １月につきⅠ＋４０／１０００、 
                       Ⅱ＋２２／１０００（Ⅲ９０／１００、Ⅳ８０／１００の減算あり） 

中山間地域等（居住者へのサービス提供加算） ＋５／１００ 

制
限 

○通所介護相当サービスと通所型サービスＡの併用は可能である。ただし、月の合計単位が月額の包括報酬以下となること。 ○併用可能 

支
払 

・現行どおりの月額の包括報酬払い、又は利用１回ごとの出来高払い 
○国保連合会経由での審査・支払 

・利用１回ごとの出来高払い、 
 利用回数によっては月額の包括報酬払い 
○国保連合会経由での審査・支払 

市の 
直接負担 

単
価 

富田林市 ６級地 １０．２７円／１単位 富田林市 ６級地 １０．２７円／１単位 

利
用
料 

介護保険負担割合証に基づき、単価の１割又は２割を負担。 無料 

備
考 

・高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サービス費相当事業の対象とする。 
・給付制限を適用するものとする。 

3ヶ月/1クール 
年２クール予定 

＞1.0 
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●介護職員（従事者）の配置例（利用者２５人の事業所） 

要介護者＋通所介護相当  １５人 ５人 ５人 

介護職員   １人 １人 １人 

パターン（１） 
国基準 介護職員 ３人 

パターン（２） 
要介護＋通所介護相当 １５人 

介護職員   １人 ※①＋② 

※①自立支援リーダー養成研修修了者 １人（通所Ａを実施する場合は常時１人配置） 
   ②介護職員または看護職員 １人 
   （看護職員を配置しない場合は、他の医療・介護施設の看護職員と連携を図る） 
   （利用者の処遇に支障がない場合は、同一敷地内の他事業所等の職務と兼務可） 

パターン（３） 
要介護＋通所介護相当 １５人 

介護職員   １人 ※①＋②＋α 

通所型サービスＡ 
１５人 

通所型サービスＡ    
     １０人 

通所型サービスＡ利用者数が１０人を超える場合 
 ①＋②＋利用者の数に応じて必要と認められる員数を加えて配置する。 8 

＜通所型サービス（第1号通所事業）の人員基準＞ 

１５人～   
利用者１人に専従０．２以上 

●介護職員（従事者）の配置例（通所型サービスＡが利用者１５人の場合） 



運動プログラム 

個々の状態に合わせた 
運動プログラムを実践 

日常生活レベルによって、目標と有効な介護予防
運動が異なるため、個々の状態に合わせた効果的
なプログラムを実践する。 

（ポイント） 
〇自立支援リーダー養成研修の修了者を従事者 
 として配置する。 
〇富田林医師会監修の運動プログラム（３段階の 
 運動強度・膝痛・腰痛体操）を対象者の状況に 
 応じて実践する。 
〇運動プログラムのＤＶＤを必要に応じて活用する。 

※効果がある運動 
  → １つ１つきちんと行える環境 
  → １つ１つの運動のねらいが分かる 
※地域で統一された運動として普及していく。 
  → 事業所だけでなく、地域の交流の場等でも 
     継続できる。 

＜通所型サービスＡのサービス概要＞ 

自立支援プログラム 

個々のニーズに合わせたプログラムを選択 

個々の利用者の生きがい、価値観等を考慮し、どの 
ような形での社会参加が可能かの見通しを踏まえて 
設定した社会復帰を目的としたプログラムを提供。 

（ポイント） 
〇各事業所で複数のプログラムを設定する 
〇プログラムに具体性、継続性があり、段階的に 
 準備されていること 
 

〇利用者と目標を共有して取り組める仕組みづくり 
 
※各事業所の特色に合わせて自由にプログラムを  
 設定可能 
 
例）園芸 → 事業所等での園芸 
  清掃 → 車椅子・ベッド、フロア等の清掃 
  喫茶 → デイサービスでのお茶だし等 
  料理 → デイサービスでのおやつ作り  等 
 
⇒自宅等での活動やボランティア活動につなげる 9 



訪問型サービス・通所型サービスの 
事業者指定の手続き等 

10 



事業者指定の区分 

○ 現在の事業所の指定状況等によって、訪問介護相当サービスまたは通所介護相当サービス 
 の指定及び利用可能な利用者の流れ等が異なる 
 
○ 事業所のパターンは、大きく分けて２パターン 

介護予防訪問介護または介護予防通所介護の 
指定を受けた日 

① 平成２７年３月３１日までに指定を受けている事業所 

② 
平成２７年４月１日以降に指定を受けている 
（または受ける予定）事業所 

① みなし指定事業所 

② 
みなし指定を受けていない 
事業所 

11 



①みなし指定事業所について 

指
定 

平成２７年３月３１日までに介護予防訪問（通所）介護の指定を受けている事業所は、訪問介護
相当サービスまたは通所介護相当サービスの指定を受けたものとみなされる 
 

    このため、新規指定の手続きは不要（みなし指定事業所） 

利
用
者 

現行の予防の指定からの円滑な移行のため、指定の効力は全市町村に効力が及ぶ 
 

    このため、他市に住民票がある利用者も新規指定の手続きをせず受入れ可能 
    ただし、みなし指定の効力は新規指定のみであり、その効力も平成３０年３月３１日まで 
    となるため、平成３０年４月以降もサービスを継続する場合は、それぞれの市町村に 
    指定申請の手続きが必要 

※ 訪問介護相当サービスまたは通所介護相当サービスのみ適用であり、訪問型サービスＡまたは通所型サー 
  ビスＡの指定は別途必要 

②みなし指定を受けていない事業所について 

指
定 

平成２７年４月１日以降に指定を受けている（または受ける予定）事業所は、訪問介護相当
サービスまたは通所介護相当サービスの利用者を受入れるには、 

    新規指定の手続きが必要 

利
用
者 

みなし指定が適用されないため、指定の効力が全市町村に及ばない 
    このため、他市に住民票がある利用者を受入れる場合は、     
    事前に指定申請を当該市町村に、それぞれ指定申請の手続きが必要 

※ 訪問型サービスＡまたは通所型サービスＡの新規指定の手続きが別途必要 12 



事業者指定の有効期限 

訪問介護事業所 
通所介護事業所 

介護予防訪問介護事業所 
介護予防通所介護事業所 

①みなし指定事業所 
（訪問介護相当サービス） 
（通所介護相当サービス） 

②みなし指定をうけていない事業所 
（訪問介護相当サービス） 
（通所介護相当サービス） 

訪問型サービスＡ・通所型サービスＡ 
     の指定を受ける事業所 

 Ｈ２７．４．１ 

みなし指定
の境界線 

Ｈ２９．４．１ 

総合事業 
開始 

Ｈ３０．３．３１ Ｈ３０．４．１ 

みなし指定
の終了 

指定の有効期限は、指定を受けてから６年毎 

平成３０年３月３１日まで有効 

自動廃止 

平成３０年３月３１日まで有効 

指定更新 

６年毎 

更新しない 
場合は失効 

みなし指定は 
受けていない 

指定申請 

指定を受けた日から６年毎 

指定申請 

指定を受けた日から６年毎 

●Ｈ27.4～Ｈ30.3までは介護・介護予防・総合事業の３種類の指定 ⇒ Ｈ30.4以降は介護・総合事業のみになる 

Ｈ２７．３．３１ 

13 

総合事業 
完全移行 



事業者指定の手続き・スケジュール 

平成２８年１２月 平成２９年１月 ２月 ３月 ４月（事業開始月） 

１５日 ３１日 １０日 ２８日 １日（指定日） 

14 

指定書の交付 
（１５日頃） 

補 正 期 間 

（２月１０日
期限） 

申 請 期 間 
（１２月１５日～ 

１月３１日期限） 
※事前予約が必要です 

国保連に 
事業者台帳 
登録期限 
（２月末） 

・４月から事業を開始する場合の指定申請については、平成２８年１２月１５日～平成２９年１月３１日までの間に、  
 ご予約の上、申請にお越し（来庁）いただき、かつ、２月１０日までにすべての申請書類をご提出いただく必要が 
 あります。また、郵送による申請は不可です。 
 

・申請（来庁）にあたっては予約が必要です。直前になりますと予約が混み合い、ご希望の日時にお越しいただけ 
 ない場合がありますので、なるべく早い目にご連絡ください。 

【申請受付・問い合わせ先】 富田林市 高齢介護課 高齢者支援係 ＴＥＬ０７２１－２５－１０００ 内線１８３ 

〇申請書類 ダウンロード 

  富田林市ウェブサイト ≫ 各課のページ ≫ 高齢介護課 ≫ 介護保険 ≫ 介護予防・日常生活支援総合事業 ≫ 
 

  【事業所指定申請様式】 をご覧ください。（平成２８年１２月１日に掲載予定）  



総合事業実施の準備 

 利用者との契約等については、総合事業の実施にあたり、サービス提供事業所は「利用者との契約」及び 
「重要事項説明書の交付・説明・同意」が必要になります。 
 また、各事業所における「定款」「登記簿謄本」「運営規定」「契約書」の変更等も必要になります。 

（１）定款・登記簿謄本 

    目的欄 ： 「介護予防訪問介護」「介護予防通所介護」  の場合は、変更が必要 

「介護保険法に基づく第１号訪問事業」または、「介護予防・日常生活支援総合事業」 
「介護保険法に基づく第１号通所事業」      「介護保険法に基づく第１号事業」   等  

■ その他、医療法人や社会福祉法人などの場合は、定款変更等の必要性の有無や手続き等に関しては、 
  各法人所管庁（監督官庁等）へご確認をお願いします。    

（２）運営規定・契約書・重要事項説明書 

■ 「運営規定・契約書・重要事項説明書」については、既存の介護予防サービスに準じて作成してください。 
 ※「契約書・重要事項説明書」の参考例が必要な場合は、高齢介護課へご相談ください。  
■ 料金表 ： 実施するサービスの利用料や自己負担金などについて記載してください。  

■ 株式会社などの営利法人や特定非営利活動法人において、その定款および法人登記簿の（事業）目的欄 
  に、下記＜定款記載例＞に示すような事業の記載がない場合は、定款変更及び変更登記を行っていただく 
  必要があります。    

＜株式会社などの営利法人や特定非営利活動法人における定款記載例＞ 

15 



サービスコードの種類 

平成２９年度 
介護予防 
訪問介護 

訪問介護相当
サービス 

訪問型 
サービスＡ 

介護予防 
通所介護 

通所介護相当
サービス 

通所型 
サービスＡ 

①みなし指定を 
 受けている事業所 

６１ 
Ａ１ 

Ａ３ ６５ 
Ａ５ 

Ａ７ 
②みなし指定を 
 受けていない事業所 

Ａ２ Ａ６ 

平成３０年度以降 
介護予防 
訪問介護 

訪問介護相当
サービス 

訪問型 
サービスＡ 

介護予防 
通所介護 

通所介護相当
サービス 

通所型 
サービスＡ 

①みなし指定を 
 受けている事業所 

Ａ２ Ａ３ Ａ６ Ａ７ 
②みなし指定を 
 受けていない事業所 

自動廃止 自動廃止 

■ 富田林市版 介護予防・日常生活支援総合事業の単位数サービスコード表は、 
  富田林市ウェブサイトに掲載する予定です。（平成２９年１月下旬頃）  

16 



介護予防ケアマネジメント 

17 



介護予防ケアマネジメントの類型 

①ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメントのプロセス） ※介護予防支援と同様のプロセス 

・介護予防・生活支援サービス事業の指定を受けた事業所のサービス 
 を利用する場合 
  （訪問介護相当サービス、訪問型サービスＡ、 
   通所介護相当サービス、通所型サービスＡ） 
 

・訪問型サービスＣ、通所型サービスＣを利用する場合 
 

・その他、地域包括支援センターが必要と判断した場合 

アセスメント 
→ケアプラン原案作成 
→サービス担当者会議 
→利用者への説明・同意 
 

→ケアプランの確定・交付【利用者・サービス提供者へ】 
→サービス利用開始 
→モニタリング【給付管理】 

②ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメントのプロセス） 

・①又は③以外のケースで、ケアマネジメントの過程で判断した場合 
 （指定事業所以外の多様なサービスを利用する場合等） 
 
 ※訪問型サービスＢ、通所型サービスＢのみを利用する場合を想定 

アセスメント 
→ケアプラン原案作成 
 （→サービス担当者会議） 
→利用者への説明・同意 
 

→ケアプランの確定・交付【利用者・サービス提供者へ】 
→サービス利用開始 
 （→モニタリング【適宜】） 

③ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメントのプロセス） ※「笑顔れんらく帳」を活用 

・ケアマネジメントの結果、補助や助成のサービス利用や配食などの 
 その他の生活支援サービスの利用につなげる場合 
 （※必要に応じ、その後の状況把握を実施） 

アセスメント 
→ケアマネジメント結果案作成 
→利用者への説明・同意 
 

→利用するサービス提供者等への説明・送付 
 

→サービス利用開始 

具体的な介護予防ケアマネジメント（アセスメント、ケアプラン等）の考え方 

18 



要支援１・要支援２・事業対象者 

対象者の居住地の地域包括支援センターと指定介護予防支援・介護予防ケアマネジメント契約を締結 

指定介護予防支援 介護予防ケアマネジメント 

●介護予防訪問介護＋介護予防通所介護 
●介護予防通所介護＋介護予防福祉用具貸与 

 ※介護予防訪問（通所）介護は平成２９年度末で廃止 
○通所介護相当サービス＋介護予防福祉用具貸与 
○訪問介護相当サービス＋介護予防訪問看護 
○訪問型サービスＡ＋介護予防通所リハビリテーション 
○訪問型サービスＣ＋介護予防福祉用具貸与 
○通所型サービスＣ＋介護予防短期入所生活介護 
○介護予防訪問看護＋介護予防福祉用具貸与      等 
 

※事業対象者は、予防給付のサービスは利用できない。 

 
○訪問介護相当サービス 
〇訪問介護相当サービス＋訪問型サービスＡ 
○通所介護相当サービス＋通所型サービスＡ 
○訪問型サービスＡ＋通所型サービスＡ 
〇訪問型サービスＣ 
〇通所型サービスＣ                 等 
 
 

担当包括から「介護予防サービス計画・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書」を高齢介護課に提出 

ケアマネジメントの流れ 

指定介護予防支援費 介護予防ケアマネジメント費（案） 

基本単位 ４３０単位／月、委託料３７００円 
初回加算 ３００単位／回、委託料２６００円 

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算連携加算 
３００単位／回、委託料２０００円 

ケアマネジメントＡ：基本単位４３０単位／月、委託料 ３７００円 
ケアマネジメントＢ：基本単位３００単位／月、委託料（未定） 
ケアマネジメントＣ：基本単位４３０単位／月、委託料 ３７００円 
初回加算 ３００単位／回、委託料２６００円 
連携加算 ３００単位／回、委託料２０００円 

担当の地域包括支援センターへ請求・提出 19 

サービス利用希望者 



〇介護予防ケアマネジメントについては、指定介護予防支援業務と同様に、居宅介護支援事業所への業務委託 
 が可能となります。 
 

〇指定介護予防支援業務と介護予防ケアマネジメント業務の内容を併記した「指定介護予防支援・介護予防ケア 
 マネジメント業務委託契約書」を作成し、各ほんわかセンターと居宅介護支援事業所との契約締結が必要です。 
  

 ※介護予防ケアマネジメント業務の流れや方法については、介護予防支援と大きく異なるものではありません。 
 

〇ケアプラン様式は、指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントのどちらでも使用できるよう、富田林市版 
 「介護予防サービス・支援計画書」（Ｅｘｃｅｌ）を改良します。 
 
■富田林市版「介護予防サービス・支援計画書」、介護予防・日常生活支援総合事業「単位数サービスコード表」 
 は、富田林市ウェブサイトに掲載する予定です。（平成２９年１月下旬頃） 
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利用者との契約等 

 現在、予防給付のサービスを利用している利用者について、総合事業への移行に伴い、利用するサービスに 
よって、介護予防ケアマネジメントになることから、指定介護予防支援と介護予防ケアマネジメントの内容を併記 
した重要事項説明及び契約に切り替えが必要となります。 
   

 ○切り替えが必要な対象者（①②の両方に該当する人） ⇒更新等の結果に応じて、順次、契約を締結します。 
  ①認定有効期間の開始年月日が平成２９年４ 月１ 日以降で、要支援認定を受けた利用者 
  ②介護予防ケアマネジメントが対象となるサービスの利用者（予防給付のサービスを利用しない場合） 
 

 〇切り替えが望ましい対象者 
  上記①に該当するが、予防給付のサービスを利用している場合。 
  （予防給付のサービスを利用休止した場合は、介護予防ケアマネジメントになる可能性があるため。） 

介護予防ケアマネジメントの受託及び関係帳票等 


